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○総合計画・財政運営について 

1. 総合計画とは 

「長期的、大局的見地から 21 世紀を展望した将来都市像と施策の大綱、

その実現に向けた具体的な施策・事業を明らかにしたものであり、市行政

にあっては、各種計画の上位にあって総合的かつ計画的な行政運営の基本

的指針となるもの」 

「市民に対してはまちづくりの将来的方向を示し、望ましい地域社会づく

りのための理解と協力を求めようとするもの」 

「民間諸活動に対しては誘導あるいは指導の指針となるもの」 

（茂原市総合計画 2001→2020 8 ページ） 

※地方自治法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 35 号）…地方分権改革

推進計画に基づく地方公共団体に対する義務付け撤廃の中に、「市町村基本構想

の策定義務」が含まれた。 

地方自治法第 2 条第 4 項（改正前条文） 

市町村は、その事務を処理するに当たつては、議会の議決を経てその地域に

おける総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに即

して行なうようにしなければならない。 
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2. 基本構想・基本計画・実施計画 

「基本構想は、平成 32 年度（2020 年度）を目標年次として、本市のま

ちづくりに向けた基本理念を掲げ、これに基づいて目標年次までに目指

すべき将来像を定め、これを実現するための基本的な方向を明確にする

もの」 

「基本計画は、平成 22 年度（2010 年度）を目標年次とし、基本構想を

実現するための施策を体系的に示したもの」 

「実施計画は、基本計画における施策を具体的に実施していくための計

画であり、毎年度の予算編成の指針となるもの」 

（茂原市総合計画 2001→2020 9 ページ） 

 

基本構想

基本計画

実施計画

H13～H32

前期基本計画 H13～H22

後期基本計画 H23～H32

第1次3か年実施計画 H13～H15
第2次3か年実施計画 H16～H18
第3次3か年実施計画 H19～H22

第5次3か年実施計画 H26～H28

第4次3か年実施計画 H23～H25



H26.11.20 第 11 回まちづくり条例策定協議会 資料 

3 

 

3. 基本理念 
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4. 将来都市像 
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5. 財政運営 

普通地方公共団体の長は、毎会計年度予算を調製し、年度開始前に、議

会の議決を経なければならない。この場合において、普通地方公共団体

の長は、遅くとも年度開始前、都道府県及び第二百五十二条の十九第一

項に規定する指定都市にあつては三十日、その他の市及び町村にあつて

は二十日までに当該予算を議会に提出するようにしなければならない。

（地方自治法（以下「法」と表記）第 211 条第 1 項） 

普通地方公共団体の長は、予算を議会に提出するときは、政令で定める

予算に関する説明書をあわせて提出しなければならない。（法第 211 条第

2 項） 

普通地方公共団体の長は、政令で定める基準に従つて予算の執行に関す

る手続を定め、これに従つて予算を執行しなければならない。（法第 220

条第 1 項） 

地方公共団体は、その財政の健全な運営に努め、いやしくも国の政策に

反し、又は国の財政若しくは他の地方公共団体の財政に累を及ぼすよう

な施策を行つてはならない。（地方財政法（以下「地財法」と表記）第 2

条第 1 項） 

地方公共団体は、予算を編成し、若しくは執行し、又は支出の増加若し

くは収入の減少の原因となる行為をしようとする場合においては、当該

年度のみならず、翌年度以降における財政の状況をも考慮して、その健

全な運営をそこなうことがないようにしなければならない。（地財法第 4

条の 2） 

地方公共団体の歳出は、地方債以外の歳入をもつて、その財源としなけ

ればならない。ただし、次に掲げる場合においては、地方債をもつてそ

の財源とすることができる。（地財法第 5 条） 

一  交通事業、ガス事業、水道事業その他地方公共団体の行う企業（以

下「公営企業」という。）に要する経費の財源とする場合 

二  出資金及び貸付金の財源とする場合（出資又は貸付けを目的として

土地又は物件を買収するために要する経費の財源とする場合を含む。） 

三  地方債の借換えのために要する経費の財源とする場合 

四  災害応急事業費、災害復旧事業費及び災害救助事業費の財源とする

場合 

五  学校その他の文教施設、保育所その他の厚生施設、消防施設、道路、

河川、港湾その他の土木施設等の公共施設又は公用施設の建設事業費（公

共的団体又は国若しくは地方公共団体が出資している法人で政令で定め

るものが設置する公共施設の建設事業に係る負担又は助成に要する経費

を含む。）及び公共用若しくは公用に供する土地又はその代替地としてあ



H26.11.20 第 11 回まちづくり条例策定協議会 資料 

6 

 

らかじめ取得する土地の購入費（当該土地に関する所有権以外の権利を

取得するために要する経費を含む。）の財源とする場合 

 

議会による 

民主的統制 

財政民主主義の観点に基づく議会による統制（予算に係

る議決、執行に際する各款項目間の流用禁止、会計年度

独立の原則、総計予算主義の原則） 

「適法性」、「正

確性」の確保 

議会による決算等のチェック、監査委員による財務処理

のチェック、住民によるチェック機能（住民監査請求、

住民訴訟）の確保 

「現金主義」と

「単式簿記」 

議会による事前統制、予算の執行管理の手段として、現

金収入である歳入を予算に基づき配分。現金ベースの予

算管理において、簡便な記帳方式の単式簿記を採用 

「情報開示」と

「説明責任」の

履行 

予算・決算書類、財政状況の公表等による情報開示と説

明責任の確保 

「命令機関」と

「執行機関」の

分離 

会計事務の適正な執行を確保するため、支出に係る「長」

の命令行為と「会計管理者」の確認行為を分離（内部け

ん制の仕組み） 

※歳出の流れ（例） 

予算執行伺い 

契約の締結 

履行の確認 

支出 

予算執行しようとする事業内容及び予定金額等について意

思決定 

入札による契約（地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 1

号の規定による随意契約を除く） 

契約に基づく給付の完了を検査（検査調書または出来高調書

を作成） 

予算執行者が会計管理者に支出命令を発することにより支

出 


